
第2章では、第1章で示した労働や余暇、世代や居住地ごとのライフスタイルの現状を踏まえ、国
土交通省が一般国民を対象に実施した意識調査（国民意識調査）注15から、各世代、各居住地によって
異なるライフスタイルの現状と求められるすがたについて考察する。

なお、本章では、ライフスタイルを「働き方」、「楽しみ方」、「住まい方」、「動き方」の4要素に分
類し、整理・集約する。

第1節　 働き方に対する意識と求められるすがた
「人生100年時代」の到来によって、健康寿命が延び、働くことのできる期間が長くなっていくこ

とが想定される。このため、人生の中で働き方を変化させることは、ライフスタイル全体の充実に大
きく影響を及ぼすものと考えられる。

本節では、国民の働く意欲や、働く上で重視する点等を年代別や居住地別に整理し、すべての人が
希望する働き方を実現して、活躍するための課題や求められるすがたを考察する。

	1	 働き方に対する国民の意識

（女性の高い勤労意欲）
現在の勤務状況をみると、働いている人は、男性は72.0%、女性は46.6%であり、また、女性の正

規雇用者は非正規雇用者より少ないことから、依然として男女間で労働状況が異なっている（図表
2-1-1）。

	 図表2-1-1	 	 現在の勤務状況（性別）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100（%）

男性（n=2,472）

女性（n=2,472）

47.547.5

20.120.1

9.89.8

21.821.8

3.03.0

0.80.8

11.711.7

3.93.9

2.72.7

2.52.5

7.47.4

19.119.1

18.018.0

31.731.7

正規雇用者として働いている 非正規雇用者として働いている 定年後の再雇用社員・嘱託社員として働いている
経営者として働いている（自営業・フリーランスを含む） 求職・就職活動中である

働いていないし、今後働きたいとも思わない働いていないが、今後働きたい

72.0

46.6

資料）国土交通省「国民意識調査」

注15	 2018年2月に全国の個人を対象としてインターネットを通じて実施（回答数4,944）。
	 性別（2区分：男、女）、年齢（6区分：20代、30代、40代、50代、60代、70代　なお20代については18歳、19歳を

含む）、居住地（4区分：三大都市圏、政令市・県庁所在地・中核市、人口5万人以上の市町村、人口5万人未満の市町
村）、の計48区分に対して均等割り付け（各区分約100人）となるように調査を実施。
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また、「働いていないが、今後働きたい」と回答した人の割合は、男性では7.4％であるのに対し
て、女性は19.1％である。さらに、女性の中では、30代の割合が高く（図表2-1-2）、その中でも、
特に三大都市圏で高い割合となっている（図表2-1-3）。このことから、三大都市圏では、働く意欲
はあるが、今は働くことができない女性が他の居住地より多く存在していることがわかる。これは、
第1章第2節注16で述べたように、夫の仕事時間（勤務時間＋通勤時間）が長く、女性の家事・育児
負担が大きいこと等が理由であると推察される。

	 図表2-1-2	 	 現在の勤務状況（女性／年代別）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 100（%）

34.0

26.2

27.2

22.6

8.0

2.9

20.6

26.9

32.3

30.8

14.3

5.8

0.2

0.2

0.7

0.5

2.9
0.5

0.7

3.4

2.9

5.6

7.0

3.6

8.7

3.4

1.5

0.7

0.5
0.5

31.8

33.5

21.8

13.8

7.0

6.3

3.9

6.3

13.6

26.0

60.2

80.3

90

女性/70代（n＝412）

女性/60代（n＝412）

女性/50代（n＝412）

女性/40代（n＝412）

女性/30代（n＝412）

女性/20代（n＝412）

正規雇用者として働いている 非正規雇用者として働いている 定年後の再雇用社員・嘱託社員として働いている
経営者として働いている（自営業・フリーランスを含む） 求職・就職活動中である

働いていないし、今後働きたいとも思わない働いていないが、今後働きたい

資料）国土交通省「国民意識調査」

	 図表2-1-3	 	 現在の勤務状況（30代女性／居住地別）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 100（%）90

5万人未満市町村/
30代女性（n＝103）

5万人以上市町村/
30代女性（n＝103）

政令市・県庁所在地・中核市/
30代女性（n＝103）

三大都市圏/
30代女性（n＝103） 24.3

31.1

27.2

22.3

23.3

28.2

28.2

28.2

0.0

1.0

0.0

0.0

1.0

1.0

4.9

6.8

1.9

1.9

5.8

3.9

42.7

33.0

26.2

32.0

6.8

3.9

7.8

6.8

正規雇用者として働いている 非正規雇用者として働いている 定年後の再雇用社員・嘱託社員として働いている
経営者として働いている（自営業・フリーランスを含む） 求職・就職活動中である

働いていないし、今後働きたいとも思わない働いていないが、今後働きたい

資料）国土交通省「国民意識調査」

（長く働きたい希望）
次に、現在働いている人に、どのくらいまで働きたいかを調査したところ、全ての年代で、「定年

など関係なく働けるうちはできるだけ働きたい」という回答が多く、この傾向は高年層になるほど顕
著に現れている。高年層は、長寿命化を現実のこととして受け止め、社会との接点を維持していくた
め、定年後も働き続けるすがたを想像しやすいこと等が理由であると推察される（図表2-1-4）。

注16	第1章第2節2.（2）都市のライフスタイルの特徴を参照。
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	 図表2-1-4	 	 就労意欲（年代別）

22.7

18.6

17.8

20.5

5.7

3.6

13.8

16.4

17.8

20.9

12.7

2.3

32.1

37.9

39.0

40.6

65.7

72.5

8.1

4.1
0.8

0.1

0.0

0.0

4.6

4.3

4.4

1.4

0.9
0.5

6.0

6.4

7.3

6.1

5.2

2.7

0.6

0.6

0.5

1.4

2.7

6.3

12.0

11.8

12.4

8.8

7.0

12.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 100（%）90

70代（n＝222）

60代（n＝440）

50代（n＝702）

40代（n＝765）

30代（n＝787）

20代（n＝798）

定年まで働きたい 定年後も年金を受給できるまで働きたい 定年など関係なく働けるうちはできるだけ働きたい
結婚、出産などを契機に退職したい 早期退職などで定年前に退職したい
できれば今すぐにでも辞めたい その他 わからない

資料）国土交通省「国民意識調査」

（世代によって異なる、働く上で重視すること）
働く上で最も重視することは、ライフステージにより異なる傾向がある。20～40代は、「給与・

賃金」を、50～70代は「仕事のやりがい」を最も重視している（図表2-1-5）。
20代では、30.2%が「給与・賃金」、続いて20.1％が「仕事のやりがい」となっており、待遇面を

重視しながらも、仕事にやりがいを持ちたい傾向にある。
30代では、「ワークライフバランス」を重視するとの回答が他の年代よりも多い。子育てや介護に

直面している人が多い年代であり、働く上でのやりがいよりも、仕事と家庭生活との両立を重視して
いることが推察される。
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	 図表2-1-5	 	 働く上で重視すること（年代別）
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1.0
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23.1

1.8

0.4

0.8
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11.6

3.8

0.1

0.9

2.0

31.0

19.3

16.7

1.3

0.1

1.4

0.5

10.1

7.7

0.1

0.3

3.5

23.4

25.1

9.8

1.6

0.3

2.0

0.9

12.3

8.4

1.7

1.1

4.0

17.0

31.1

5.7

1.8

1.6

2.0

0.7

9.8

10.0

5.9

0.2

6.4

7.2

1.4

0.5

2.3

5.0

0.9

6.8

11.7

11.3

0.5

8.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 70.060.0

給与・賃金（同業他社よりも高いなど）

仕事のやりがい

雇用の安定性・継続性（終身雇用、育休後の復職など）

ワークライフバランス（子育て・介護などとの両立）

仕事の将来性・発展性

キャリアチェンジなど柔軟な働き方

能力・技能など自身のスキル向上

自身のスキルを活かした転職によるキャリアアップ

職場の人間関係

勤務地・勤務場所までの距離

労働を通じた社会貢献

その他

特になし

（％）

20代（n＝798） 30代（n＝787） 40代（n＝765）
50代（n＝702） 60代（n＝440） 70代（n＝222）

17.4

7.9
7.8
9.5

7.7
6.8

6.8

37.4

資料）国土交通省「国民意識調査」
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一方、70代では、「労働を通じた社会貢献」が他の年代よりも多い。この傾向は三大都市圏や政令
市・県庁所在地・中核市で大きく、人口規模の大きい地域ほど、労働を通じて収入を得るだけではな
く、社会貢献をしたいと考える意識が高いことが推察される（図表2-1-6）。

	 図表2-1-6	 	 労働を通じた社会貢献の重視（年代別）

0.0

1.0

0.5

1.0

0.0

0.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.5

0.6

1.7

1.8

2.7

5.4

3.7

8.2

6.4

13.0

13.7

8.2

10.7

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0

三大都市圏

政令市・県庁所在地・中核市

5万人以上市町村

5万人未満市町村

（％）

20代 30代 40代 50代 60代 70代

資料）国土交通省「国民意識調査」

（働き方を変えるために求められること）
勤務先における、働き方を変えるための制度・規則の存在やその運用状況について調査したとこ

ろ、年代によって、回答に大きく差があった。20代では、「社内制度・規則が見直され働き方が変
わっている」が最も多く、一方、30～60代では、「社内制度・規則が見直されず働き方が変わって
いない」が最も多い（図表2-1-7）。このことから、社会人になって日の浅い年代では、働き方の意
識改革や、働き方を変えるための制度の利用が進んできているものと推察される。
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	 図表2-1-7	 	 働き方を変えるための社内制度・規則の実施・運用状況（年代別）
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3.3
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0.2

25.5

12.3

10.2

4.4

31.3

1.0

21.6

15.8

11.2
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4.8

33.6

0.6
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18.8

11.9

7.1

4.3

31.6

2.4

23.8

13.3

6.9

4.5

10.4

33.1

5.3

26.4

6.4

9.6

5.7

11.5

29.3

5.7

31.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

社内制度・規則が見直され働き方が変わっている

社内制度・規則が見直されたが働き方は変わっていない

社内制度・規則の見直しに向けた検討が行われている

社内制度・規則は見直されていないが
自発的に働き方が変わっている

社内制度・規則は見直されず働き方は変わっていない

その他

わからない

（％）

20代（n＝798） 30代（n＝787） 40代（n＝765）
50代（n＝702） 60代（n＝440） 70代（n＝222）

資料）国土交通省「国民意識調査」

次に、働き方を変えるためにはどのような取組みが必要であると考えているかについて、居住地別
に見ていく。

どの居住地においても最も多いのは、「無駄な残業時間の削減など働く人間の意識の変化」であり、
長時間労働の習慣からの意識改革を進めることが求められている（図表2-1-8）。

この他、具体的な取組みとしては、「フレックスタイム制や短時間勤務制など労働時間の多様化」
「在宅勤務（テレワーク）など居住地にとらわれない働き方」が多く、こうした時間や場所の制約の
少ない働き方は、他の居住地と比較すると、三大都市圏で多く求められている。これは、三大都市圏
の仕事時間（勤務時間＋通勤時間）が他地域と比較して長く、時間の質の向上に対する意識が高いこ
と等が理由と推察される。

続いて、「働く意欲や能力のある高齢者、女性、障害者等の多様な人材の就業促進」が三大都市圏
をはじめ多く、労働力人口の減少が見込まれる中で、働く意欲の高い高齢者や女性等の活用が求めら
れている。また、「育児・介護休暇などの利用によらずキャリアを継続できる人事制度」も居住地を
問わず多いため、現在のキャリアを継続して働き続けることができる仕組みづくりが求められる。
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	 図表2-1-8	 	 働き方を変えるために必要なこと（居住地別）
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人工知能（AI）やビッグデータなど
技術革新による仕事の効率化

在宅勤務（テレワーク）など居住地にとらわれない働き方

フレックスタイム制や短時間勤務制など労働時間の多様化

クラウドワーキング、フリーランス
など雇用関係によらない働き方

フリーアドレス、シェアオフィスなど職場環境の改善

無駄な残業時間の削減など働く人間の意識の変化

転職機会の増加など雇用の流動化

育児・介護休暇などの利用によらず
キャリア継続できる人事制度

自己啓発や学び直しなど自己投資への支援

主要駅や職場への保育所整備など職育近接環境の整備

自動運転などによる無駄のない効率的な移動の実現

働く意欲や能力のある高齢者、女性、
障害者等の多様な人材の就業促進

働き手としての外国人材の受入環境の整備

その他

わからない

（％）

三大都市圏（n＝1,236）
政令市・県庁所在地・
中核市（n＝1,236）
5万人以上市町村
（n＝1,236）
5万人未満市町村
（n＝1,236）

資料）国土交通省「国民意識調査」

労働者の確保とともに重要となってくるのが、
生産性の向上であり、各分野において、AI等の
技術革新の進展が注目されている。本調査におい
て、「人工知能（AI）やビッグデータなど技術革
新による仕事の効率化」と回答した人を年代別に
分析したところ、若年層と高年層で高い。日常的
にインターネットの利用が多く、技術革新の中心
になると思われる若年層だけでなく、高年層にお
いても、仕事の継続等のため、技術革新を積極的
に受け入れる姿勢があるのではないかと推察され

	 図表2-1-9	
	 人工知能（AI）やビッグデータな
ど技術革新による仕事の効率化
（年代別）

19.1 

14.2 

9.8 

10.6 

15.7 

19.3 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0（％）

70代（n＝824）

60代（n＝824）

50代（n＝824）

40代（n＝824）

30代（n＝824）

20代（n＝824）

資料）国土交通省「国民意識調査」
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る（図表2-1-9）。

	2	 働き方について求められるすがた

（ 1）ライフステージに応じた多様な働き方の実現
ライフステージによって、働く上で重視することは多様であり、すべての人が希望するスタイルで

働き続けることができる環境整備が必要である。

（勤労意欲の充足）
30代の女性を中心に、現在は働いていないが、今後働きたいという希望がある。子育て・介護等

によりキャリアを中断せずに働き続けることや、退職や休職等をした後でも、新たに働き始めること
ができる仕組みが求められる。

また、全年代を通じ、定年に関係なく、長く働き続けたいという希望が多い。さらに、高年層は、
労働を通じて収入を得るだけではなく、社会に貢献することを重視している。また、20代等若年層
でも、賃金・給与を重視しながらも、仕事へのやりがいを望む声は多い。このことから、スキルを活
用した勤務の継続や転職、スキルアップを支援する仕組みづくり等、やりがいを持って働き続けるこ
とのできる環境づくりが求められる。

（ワークライフバランスの実現）
20~40代を中心に、仕事をしながら、家事・育児のための時間を確保することや、心身ともに健

康で働くために個人の時間を大事にするなど、ワークライフバランスの実現へのニーズがある。この
ことから、在宅勤務やサテライトオフィスの活用による勤務地の多様化や、フレックスタイム制や短
時間勤務等の労働時間の多様化等、場所や時間の制約の少ない働き方に対する取組みが求められてい
る。

（ 2）意識改革や技術革新等による仕事の効率化
少子高齢化により労働力人口が減少する中で、女性や高齢者、障害者等の多様な人材を労働者とし

て確保することとともに、生産性を向上させることは非常に重要である。そのためには、無駄な残業
時間の削減等、働く人間の意識の変化が必要である。また、インターネットの利用に親和性が高く、
第4次産業革命の中心になると思われる若年層をはじめ、あらゆる世代、分野でAIやビッグデータ
等のイノベーションが導入され、仕事の効率化が図られることが求められている。

さらに、こうした技術革新が進む中で、やりがいをもって長く働き続けるためには、時代の変化に
対応できる人材である必要がある。このため、スキルの更新を目的とした学び直し等の機会の創出が
求められる。

第2節　 楽しみ方に対する国民の意識と求められるすがた
自分の自由になる時間を充実させることは、人生全体の充実につながり、心身ともにリフレッシュ

することにより、働き方を充実させることにもつながる。
本節では、余暇の現状と、充実させたい余暇を年代や居住地別に整理し、余暇の充実の実現に必要

第2節　楽しみ方に対する国民の意識と求められるすがた
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